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2Ma-1　九州各県および東京近県における一般居住者の意識の相違

　　　　　　　　　一住宅の構造安全に関する研究（その3 ）-

　　　　　　　　　　　○久木章江¨　　石川孝重＊　　（＊日本女大，¨活水女子短大）

　目　的　阪神・淡路大震災を機に，安全性をはじめとする様々な住宅の性能レベル設定

の際に住まい手の考えや要求を積極的に反映し，自己責任をも考慮する時代になりつつあ

る。これまで住宅の安全性に対する居住者の意識やその要求水準を把握するために，九州
在住者を対象として数回の調査を実施し，結果の一部をその1 , 2で報告した。本報では，

安全意識に関する地域差を検討するために実施した，九州各県および東京近県の一般居住
者に対するアンケート結果を報告する。本研究は，住まい手の考えや要求を反映させた住

宅の実現を目指しており，構造安全に対する人々の意識を明らかにすることが目的である。

　方　法　九州各県および東京近県の一般居住者を対象にアンケート調査を行った。対象

は２世代以上の家族で暮らす夫婦で，大部分は40～50歳代である。アンケートは「はい，
いいえ」で回答する問題，選択問題，自由記述で主に構成し，内容は安全性・経済性・財

産に関する意識，災害に対する意識，破壊や想定される被害，確率に対する問題等である。

　結　果　結果の｛Rを纏めたものを以下に示す。九州では台風，東京では地震など，地
域により，遭遇する可能性の高い災害が異なるため，安全意識にも相違がみられる。

①安全性・人命や財産に対する一般的な意識に関して，地域差はあまりみられない。

②居住者は自分の住んでいる地域で遭遇する可能性の高い災害と低い災害を分化している。
③東京在住者は地震を恐れているが経済性を優先せざるを得ないという結果になった。

④被害を許容できない地震の大きさについて，再現期間から加速度に換算し，旧震度階で

　評価した結果，東京で震度6 ,九州で震度５という回答が最も多く，地域差が表れた。

2 Ma－2
一般居住者が住宅に要望する安全性レベルに関する意識調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○平田京子　　石川孝重(日本女大)

　目　的　阪神・淡路大震災を契機としたここ数年の世論では｢安心して暮らせる日本｣が

求められている。住宅の構造安全性に対する一般市民の意識をさぐり，住宅がどのくらい
の安全性レベルを有し，どのようなレベルが要望されているか，アンケート調査を試みる。

　方　法　調査は1997年10月，宮城県内の一戸建て住宅に居住する30歳以上の一般男女を

対象として行った。直接訪問して配布し，留め置き後訪問回収した。有効回答数は181名，
男性86,女性95となった。回答者の中心は30～60歳代であり, 40歳代が最も多い。

　結　果　安全意識に関する調査は過去にも複数行われているが，要望が非現実的なもの
になり，価格を考えた現実的な安全性レベルに関する回答はほとんどないことが問題であ

る。本アンケートは，安全性レベルとそれに対して支出する金額について，性格検査手法

を用いて，信頼性の高い回答を得られるようにした。結果，安全性レベルと価格には比例
関係があるとイメージされており，平均的な価格で建てられた住宅は震度Ｖに耐えると考

えられている。大部分の人が平均価格と同程度，もしくはそれ以上に金額を出して安全性

を高めたいと考えていることが分かった。追加金額は平均価格の１～２割増し程度が多い。

この１割増し程度の追加は震度VIに耐えるレベルと人々に認識されていることが分かった。
　このほか安全意識一般を広く質問し，全体として人々の安全意識の高まりが確認された。

これからは自分で安全性について決めていきたい，住宅の危険性についての情報も知りた

いという人が多かった。今後，居住者が主体的に住宅の安全性を選択できろよう，情報開
示を促進し，設計者と一般市民とが容易に対話できる体制づくりが急がれる。

255


